
議案第１８号

令 和 ２ 年 度

五 所 川 原 市 水 道 事 業 会 計 予 算 書



令和２年度五所川原市水道事業会計予算

（総　　　則）
第１条　令和２年度五所川原市水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

（業務の予定量）
第２条　業務の予定量は、次のとおりとする。
（１）
（２）
（３）
（４）

（収益的収入及び支出）
第３条　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

　収　 　入
第１款　水道事業収益
第１項
第２項
第３項

　支　 　出
第１款　水道事業費用
第１項
第２項
第３項

（資本的収入及び支出）
第４条　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額 ５４７,９３０千円は、
　当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額 ７７,１９１千円、過年度分損益勘定留保資金 ３３，０７５千円、当年度分損益
　勘定留保資金 ４３２,９９９千円、減債積立金４,６６５千円で補てんするものとする。）。

　収　　　　入
第１款　資本的収入
第１項
第２項
第３項

　支　　　　出
第１款　資本的支出
第１項
第２項
第３項

給 水 戸 数 ２２,２７５ 戸
年 間 総 給 水 量 ５,７７３,６８５ ㎥
一 日 平 均 給 水 量 １５,８１８ ㎥
主要な建設改良事業 飯詰浄水場配水池耐震改修事業、配水管布設替事業

１,５０８,５５７ 千円
営 業 収 益 １,４２５,１３４ 千円
営 業 外 収 益 ８３,４２２ 千円
特 別 利 益 １ 千円

１,３７４,８７５ 千円
営 業 費 用 １,２８３,６３８ 千円
営 業 外 費 用 ９０,２３７ 千円
特 別 損 失 １,０００ 千円

７９４,２０１ 千円
企 業 債 ７２２,２００ 千円
工 事 負 担 金 １ 千円
補 助 金 ７２,０００ 千円

１,３４２,１３１ 千円
建 設 改 良 費 ９４２,０３６ 千円
企 業 債 償 還 金 ３９６,９１３ 千円
補 助 金 精 算 金 ３,１８２ 千円
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（債務負担行為）
第５条　債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと定める。

（企業債）
第６条　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

（一時借入金）
第７条　一時借入金の限度額は、２００，０００千円と定める。

（予定支出の各項の経費の金額の流用）
第８条　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。
（１）各項に計上した経費の予定額に過不足を生じた場合における同一款内でのこれらの経費の各項間の流用。

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）
第９条  次に掲げる経費については、これらの経費の金額を、これらの経費のうち他の経費の金額に、若しくはこれら以外の経費の金額に流用し、
又はこれら以外の経費をこれらの経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。
（１）
（２）

（たな卸資産購入限度額）
第１０条　たな卸資産の購入限度額は、５３,６３４千円と定める。

令和２年 ２月２８日提出

五所川原市長　 佐々木　孝　昌

事　 　項 期　 　間 限　　度　　額

起 債 の 目 的 限 度 額 起　債　の　方　法 利　 　率 償 還 の 方 法

年２．０％以内 借入先の融資条件による。ただし水
 水道施設建設事業に充て　 道事業会計予算の都合により繰上償
 るため 還又は低利に借り換えることができ

る。

職 員 給 与 費 １５９，４１８ 千円
交 際 費 ２０ 千円

配水管布設替工事 令和３年度から令和３年度まで １５０，０００千円

７２２,２００千円 普通貸借 （ただし、利率見直し方式とした場
合にあって、利率の見直しを行っ
た後は、当該見直し後の利率）
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予 算 に 関 す る 説 明 書
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地方公営企業法第２５条及び同法施行令第１７条の
２ の 規 程 に 基 づ く 予 算 に 関 す る 説 明 書

１ 令 和 ２ 年 度 五 所 川 原 市 水 道 事 業 会 計 予 算 実 施 計 画

２ 令和２年度五所川原市水道事業会計予定キャッシュ・フロー計算書

３ 令 和 ２ 年 度 五 所 川 原 市 水 道 事 業 会 計 給 与 費 明 細 書

４ 債 務 負 担 行 為 に 関 す る 調 書

５ 令 和 ２ 年 度 五 所 川 原 市 水 道 事 業 予 定 貸 借 対 照 表

６ 平 成 ３ １ 年 度 五 所 川 原 市 水 道 事 業 予 定 損 益 計 算 書

７ 平 成 ３ １ 年 度 五 所 川 原 市 水 道 事 業 予 定 貸 借 対 照 表
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１　令和２年度五所川原市水道事業会計予算実施計画

(収益的収入及び支出）

収 入

款 項 目 予定額 (千円） 備 考

水 道 事 業 収 益 １,５０８,５５７ 水道事業の経営活動全般から生ずる収益

営 業 収 益 １,４２５,１３４ 主たる営業活動から生ずる収益

給 水 収 益 １,４２０,７２２ 水道料金

受 託 工 事 収 益 １ 受託による給水工事収益

その他の営業収益 ４,４１１ 上記以外の収益

営 業 外 収 益 ８３,４２２ 主たる営業活動以外の収益

受 取 利 息
及 び 配 当 金

４８０ 預金利息

他 会 計 負 担 金 ５,６１８ 職員給与費に対する一般会計からの負担金等

加 入 金 ２０,７９３ 新規水道加入者による収益

長期前受金戻入 ４５,０６９ 長期前受金の減価償却見合い分を収益化したもの

雑 収 益 ５,３４４ 行政財産使用料ほか雑収入

消 費 税 及 び
地 方 消 費 税

６,１１８ 消費税申告に係る消費税及び地方消費税還付金

特 別 利 益 １ 当年度の経常的収益から除外すべき利益

過年度損益修正益 １ 前年度以前の損益の修正で利益の性質を有するもの
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支 出

款 項 目 予定額 (千円） 備 考

水 道 事 業 費 用 １,３７４,８７５ 水道事業の経営活動全般から生ずる費用

営 業 費 用 １,２８３,６３８ 主たる営業活動から生ずる費用

原水及び浄水費 ５１４,８２７
水源かん養、原水の取入れ及び原水のろ過、滅菌に
係る設備の維持及び作業に要する費用

配水及び給水費 １５０,１１３
配水管、同附属設備及び配水に係る維持、作業に要
する費用

業 務 費 ７６,９０９ 検針及び徴収事務並びに営業事務に要する費用

総 係 費 ６３,７２１ 一般管理に要する費用

減 価 償 却 費 ４４８,４６６ 固定資産の減価償却費用

資 産 減 耗 費 ２９,６０２ 固定資産の資産減耗費用

営 業 外 費 用 ９０,２３７ 金融及び財務活動に伴う費用

支 払 利 息 及 び
企業債取扱諸費

９０,２３７ 企業債利息に要する費用

特 別 損 失 １,０００ 当年度の経常的費用から除外すべき損失

過年度損益修正損 １,０００ 前年度以前の損益の修正で損失の性質を有するもの
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(資本的収入及び支出）

収 入

款 項 目 予定額 (千円） 備 考

資 本 的 収 入 ７９４,２０１ 建設改良に対する収入

企 業 債 ７２２,２００ 企業債の発行による収入

企 業 債 ７２２,２００
配水管整備及び飯詰浄水場配水池耐震改修事業等に
対する企業債

工 事 負 担 金 １ 建設改良に対する工事負担金

工 事 負 担 金 １ 配水管整備に対する工事負担金

補 助 金 ７２,０００ 生活基盤施設耐震化等交付金

補 助 金 ７２,０００ 浄水設備、配水管整備に対する交付金

支 出

款 項 目 予定額 (千円） 備 考

資 本 的 支 出 １,３４２,１３１ 建設改良及び企業債償還に要する費用

建 設 改 良 費 ９４２,０３６ 建設改良に要する費用

施 設 費 ８７７,７８６

そ の 他 施 設 費 ６４,２５０ 施設設備の改良及び機械装置等購入に要する費用

企 業 債 償 還 金 ３９６,９１３ 企業債償還に要する費用

企 業 債 償 還 金 ３９６,９１３
建設改良の財源に充てるため発行した企業債の元金
償還金

補 助 金 精 算 金 ３,１８２ 補助金精算に要する費用

補 助 金 精 算 金 ３,１８２
浄水設備、配水管整備に対する交付金の消費税相当
分の返還金
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（単位：千円）

1　業 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー
　当 年 度 純 利 益 ５６，４９０
　減 価 償 却 費 ４４８，４６６
　貸 倒 引 当 金 の 増 減 額（△は減少） ４，４１２
　長 期 前 受 金 戻 入 額 △４５，０６９
　受 取 利 息 及 び 配 当 金 △４８０
　支 払 利 息 及 び 企 業 債 取 扱 諸 費 ９０，２３７
　有 形 固 定 資 産 除 却 費 ２９，６０２
　未 収 金 の 増 減 額（△は増加） △２，４３３
　未 払 金 の 増 減 額（△は減少） １３，６１７
　た な 卸 資 産 の 増 減 額（△は増加） △３６７
　引 当 金 の 増 減 額（△は減少） △１４０
　そ の 他 流 動 資 産 の 増 減 額（△は増加） ０
　そ の 他 流 動 負 債 の 増 減 額（△は減少） △４２２

　小　 　計 ５９３，９１３
　受 取 利 息 及 び 配 当 金 ４８０
　支 払 利 息 及 び 企 業 債 取 扱 費 △９０，２３７
　業 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー ５０４，１５６

2　投 資 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー
　有 形 固 定 資 産 の 取 得 に よ る 支 出 △８５８，２９９
　国 庫 補 助 金 等 に よ る 収 入 ６５，４５５
　国 庫 補 助 金 等 の 返 還 に よ る 支 出 △３，１８２
　投 資 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー △７９６，０２６

3　財 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー
　建 設 改 良 費 等 の 財 源 に 充 て る た め の 企 業 債 に よ る 収 入　 ７２２，２００
　建 設 改 良 費 等 の 財 源 に 充 て る た め の 企 業 債 の 償 還 に よ る 支 出　 △３９６，９１３
　財 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー ３２５，２８７

資 金 増 加 額（又は減少額） ３３，４１７
資 金 期 首 残 高 １，１０２，７１６
資 金 期 末 残 高 １，１３６，１３３

２　令和２年度五所川原市水道事業会計予定キャッシュ・フロー計算書　

（令和２年４月１日から令和３年３月３１日まで）
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１　総　括

※報酬には、パートタイム会計年度任用職員の報酬を含む。

３　令和２年度五所川原市水道事業会計給与費明細書

職　員　数 給 与 費

特別職 一般職 報　酬 給　料 手　当 計

（人） （人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

(2) (1,902) (443) (2,345) (389) (2,734)

15 19 700 76,304 39,100 116,104 40,580 156,684

(1) (1,549) (341) (1,890) (308) (2,198)

15 19 285 76,784 38,232 115,301 41,442 156,743

(1) (353) (102) (455) (81) (536)

0 0 415 △ 480 868 803 △ 862 △ 59

管理職員特 時間外勤務

別勤務手当 手 当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

(222) (135) (86)

3,000 16,332 11,808 1,290 1,316 780 1,260 1,524 60 1,730

(181) (110) (50)

1,698 17,581 12,149 1,148 1,418 648 540 1,260 60 1,730

(41) (25) (36)

1,302 △ 1,249 △ 341 142 △ 102 132 720 264 0 0

※（　）内は、再任用短時間勤務職員及びパートタイム会計年度任用職員について外書きしたもの。

区 分
法定福利費 合　　計

本年度

前年度

比１較

区　　分
扶養手当 期末手当 勤勉手当 寒冷地手当 通勤手当 住居手当 児童手当 管理職手当

本 年 度

前 年 度

比 較

手当の　　　　
内　訳
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※（　）内は、パートタイム会計年度任用職員について外書きしたもの。

（ア）会計年度任用職員以外の職員

職　員　数 給 与 費

特別職 一般職 報　酬 給　料 手　当 計

（人） （人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

(1) (1,902) (443) (2,345) (389) (2,734)

19 76,304 39,100 115,404 40,580 155,984

(1) (1,549) (341) (1,890) (308) (2,198)

19 76,784 38,232 115,016 41,442 156,458

(353) (102) (455) (81) (536)

0 △ 480 868 388 △ 862 △ 474

管理職員特 時間外勤務

別勤務手当 手 当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

(222) (135) (86)

3,000 16,332 11,808 1,290 1,316 780 1,260 1,524 60 1,730

(181) (110) (50)

1,698 17,581 12,149 1,148 1,418 648 540 1,260 60 1,730

(41) (25) (36)

1,302 △ 1,249 △ 341 142 △ 102 132 720 264 0 0

※（　）内は、再任用短時間勤務職員について外書きしたもの。

（イ）会計年度任用職員

職　員　数 給 与 費

特別職 一般職 報　酬 給　料 手　当 計

（人） （人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

(1) (415) (415) (415)

－ － － － － － － －

－ － － － － － － －

区 分
法定福利費 合　　計

本年度

前年度

比１較

区　　分
扶養手当 期末手当 勤勉手当 寒冷地手当 通勤手当 住居手当 児童手当 管理職手当

本 年 度

前 年 度

比 較

区 分
法定福利費 合　　計

本年度

前年度

比１較

手当の　　　　
内　訳
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３　給料及び手当の状況

（１） 職員１人当たり給与

（２） 初　任　給

２　給料及び手当の増減額の明細

区 分 増減額 (千円） 増 減 事 由 別 内 訳 ( 千 円 ） 説 明 備 考

給 与 改 定 に 伴 う

増 加 分

昇 給 に 伴 う

増 加 分

給 与 改 定 に 伴 う 期末手当 １７ 　　　　

増 加 分 勤勉手当 ３４５

扶養手当　　１，３０２ 通勤手当 △１０２

期末手当　△１，２６６　　　　　　 　　　　　　　住居手当 １３２

勤勉手当 △６８６ 児童手当 ７２０

寒冷地手当 １４２ 管理職手当 ２６４

区 分 行　政　職 単純労務職

平 均 給 料 月 額 (円） ３１３，７５５ １５８，４７７

平 均 給 与 月 額 (円） ３３８，５８０ １６５，５７７

平 均 年 齢 (歳） ４６歳　　２月 ６１歳　　６月

平 均 給 料 月 額 (円） ３３６，７３２ －

平 均 給 与 月 額 (円） ３５９，１０６ －

平 均 年 齢 (歳） ４７歳　　８月 －

一般会計の制度

行　政　職　(円） 単純労務職　(円）

高 校 卒 １５０，６００ １４７，９００ １５０，６００ １４７，９００

大 学 卒 １８２，２００ － １８２，２００ －

給 料 △４８０

８１ 平均改定率　0.15％

７０６ 平均昇給率　1.19％

そ の 他 の 増 減 分 △１，２６７
職員の異動等に伴う
減少分

手 当 ８６８

３６２
支給率の改正による
増加分

そ の 他 の 増 減 分 ５０６
職員の異動等に伴う
増減分

令和２年１月１日現在

平成３１年１月１日現在

区 分 行　政　職　(円） 単純労務職　(円）
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※（　）内は再任用短時間勤務職員について外書きしたもの。

（級別の基準となる職務）

（３） 級 別 職 員 数

行 政 職 単 純 労 務 職

級 職員数（人） 構成比（％） 級 職員数（人） 構成比（％）

７　級 ７　級

６　級 １ ５．０ ６　級

５　級 ３ １５．０ ５　級

４　級 ６ ３０．０ ４　級

３　級 ３ １５．０ ３　級

（１） （１００．０）

１　級 ３ １５．０ １　級

（１） （１００．０）

７　級 １ ５．３ ７　級 － －

６　級 ６　級 － －

５　級 ２ １０．４ ５　級 － －

４　級 ９ ４７．４ ４　級 － －

３　級 ３ １５．８ ３　級 － －

（１） （１００．０）
３ １５．８

１　級 １ ５．３ １　級 － －

（１） （１００．０）
１９ １００．０

区 分 ７　級 ６　級 ５　級 ４　級 ３　級 ２　級 １　級

行 政 職 部 長 参 事 課 長 課 長 補 佐 係 長 主 任 主 事

単 純 労 務 職 － － 技能技師・技能主事

区 分

２　級 ４ ２０．０ ２　級

計 ２０ １００．０ 計

２　級 ２　級 － －

計 計 － －

令和２年１月１日現在

平成３１年１月１日現在
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（４） 昇　給

区 分 行 政 職

職 員 数(Ａ) (人) ２０

昇 給 に 係 る 職 員 数(Ｂ) (人) １５

１号給 (人)

２号給 (人)

３号給 (人) １

４号給 (人) １４

６号給 (人)

８号給 (人)

比 率(Ｂ) ／（Ａ）(％) ７５．０

職 員 数（Ａ）(人) １９

昇 給 に 係 る 職 員 数（Ｂ）(人) １１

１号給 (人)

２号給 (人)

３号給 (人)

４号給 (人) ６

６号給 (人) ５

８号給 (人)

比 率(Ｂ) ／（Ａ）(％) ５７．９

号給数内訳

号給数内訳

本
１　　
１
年　　
１　　
１
度

前
１　
１
年　
１　
１　
度
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（５） 期 末 手 当　・　勤 勉 手 当

（６） 定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

（７） その他の手当

支 給 期 別 支 給 率 支 給 率 計 職 制 上 の 段 階 、 職 務 の

６月 (月分） １２月 (月分） (月分） 級 等 に よ る 加 算 措 置

（１．１２５） （１．１２５） （２．２５）

２．１５　 ２．１５　 ４．３０　

（１．１２５） （１．１２５） （２．２５）

２．１２５　 ２．１２５　 ４．２５　

（１．１２５） （１．１２５） （２．２５）

２．１５　 ２．１５　 ４．３０　

※（　）内は再任用職員の支給率

20年勤続の者 25年勤続の者 35年勤続の者 最 高 限 度 退 職 時

(月分） (月分） (月分） (月分） 特 別 昇 給

・定年前早期退職特例措置

(2％～45％加算）

・職務の級に応じた調整額

・定年前早期退職特例措置

(2％～45％加算）

・職務の級に応じた調整額

区 分 一 般 会 計 の 制 度 と の 異 同 差 異 の 内 容

扶 養 手 当 同 じ 無

住 居 手 当 同 じ 無

通 勤 手 当 同 じ 無

区 分 備 考

本 年 度 有

前 年 度 有

一 般 会 計 の 制 度 有

区 分 その他の加算措置等 備　　考

支 給 率 等 ２４．５８６８７５ ３３．２７０７５ ４７．７０９ ４７．７０９ 無

一 般 会 計 の 制 度
( 支 給 率 等 ）

２４．５８６８７５ ３３．２７０７５ ４７．７０９ ４７．７０９ 無
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４　債務負担行為に関する調書

(単位：千円）

前年度末までの支払 当該年度以降の支

義務発生（見込）額 払義務発生予定額

当 年 度 損 益
勘定留保資金

公 営 企 業 会 計 シ ス テ ム 平成27年度から 令和２年度から

ソ フ ト ウ ェ ア 賃 借 料 平成31年度まで 令和２年度まで

営業料金システムサーバー 平成27年度から 令和２年度から

関 連 機 器 等 賃 借 料 平成3１年度まで 令和２年度まで

令和３年度から

令和３年度まで

事 項 限 度 額

左の財源内訳

期　　間 金　　額 期　　間 金　　額 給水収益 企業債

４,２８５ ４,０７１ ２１４ ２１４

２,６９０ ２,５５５ １３５ １３５

配 水 管 布 設 替 工 事 １５０,０００ １５０,０００ １５０,０００
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１
（１）

イ
ロ
ハ

ニ

ホ

ヘ

ト

チ

（２）
イ
ロ

（３）
イ

２
（１）
（２）
（３）
（４）

５　令和２年度五所川原市水道事業予定貸借対照表

（令和３年３月３１日）

資　 　産　 　の　 　部
（単位：千円）

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産

土 地 339,236
立 木 430
建 物 843,983
減 価 償 却 累 計 額 △ 447,513 396,470
構 築 物 18,670,329
減 価 償 却 累 計 額 △ 9,050,527 9,619,802
機 械 及 び 装 置 2,222,405
減 価 償 却 累 計 額 △ 1,436,366 786,039
車 両 運 搬 具 19,248
減 価 償 却 累 計 額 △ 14,176 5,072
工 具 、 器 具 及 び 備 品 75,218
減 価 償 却 累 計 額 △ 67,264 7,954
建 設 仮 勘 定 38,564

有 形 固 定 資 産 合 計 11,193,567
無 形 固 定 資 産

ダ ム 使 用 権 8,909
電 話 加 入 権 123

無 形 固 定 資 産 合 計 9,032
投 資 そ の 他 の 資 産

そ の 他 投 資 27
投 資 そ の 他 の 資 産 合 計 27
固 定 資 産 合 計 11,202,626

流 動 資 産
現 金 ・ 預 金 1,136,133
未 収 金 163,061
貸 倒 引 当 金 △ 8,628
貯 蔵 品 23,007

流 動 資 産 合 計 1,313,573
資 産 合 計 12,516,199
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３
（１）

４
（１）
（２）
（３）
（４）

５
（１）
（２）

６
７
（１）

イ
ロ
ハ
ニ

負　 　債　 　の　 　部

固 定 負 債
企 業 債 5,135,092

固 定 負 債 合 計 5,135,092

流 動 負 債
企 業 債 406,392
未 払 金 119,413
引 当 金 11,430
その他流動負 債 34,871

流 動 負 債 合 計 572,106

繰 延 収 益
長 期 前 受 金 2,393,580
収 益 化 累 計 額 △ 1,282,817

繰 延 収 益 合 計 1,110,763
負 債 合 計 6,817,961

資　 　本　 　の　 　部

資 本 金 4,538,725
剰 余 金

利 益 剰 余 金
減 債 積 立 金 565,642
利 益 積 立 金 128,497
建 設 改 良 積 立 金 408,884
当年度未処分利益剰余金 56,490

利 益 剰 余 金 合 計 1,159,513
剰 余 金 合 計 1,159,513
資 本 合 計 5,698,238
負 債 資 本 合 計 12,516,199
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１
（１）
（２）
（３）

２
（１）
（２）
（３）
（４）
（５）
（６）

３
（１）
（２）
（３）
（４）
（５）

４
（１）

５
（１）

６
（１）

（平成３１年４月１日から令和２年３月３１日まで）
（単位：千円）

営 業 収 益
給 水 収 益 1,323,037
受 託 工 事 収 益 0
そ の 他 の 営 業 収 益 3,873 1,326,910

営 業 費 用
原 水 及 び 浄 水 費 452,066
配 水 及 び 給 水 費 109,009
業 務 費 74,121
総 係 費 57,753
減 価 償 却 費 461,117
資 産 減 耗 費 25,578 1,179,644

営 業 利 益 147,266
営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 1,106
他 会 計 負 担 金 5,244
加 入 金 19,146
長 期 前 受 金 戻 入 47,292
雑 収 益 5,319 78,107

営 業 外 費 用
支払利息及び企業債取扱諸費 95,951 95,951 △ 17,844

経 常 利 益 129,422
特 別 利 益

過 年 度 損 益 修 正 益 1 1
特 別 損 失

過 年 度 損 益 修 正 損 926 926 △ 925
当 年 度 純 利 益 128,497
前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金 0
その他の未処分利益剰余金変動額 0
当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金 128,497

６　平成３１年度五所川原市水道事業予定損益計算書
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１
（１）

イ
ロ
ハ

ニ

ホ

ヘ

ト

チ

（２）
イ
ロ

（３）
イ

２
（１）
（２）
（３）
（４）

７　平成３１年度五所川原市水道事業予定貸借対照表

（令和２年３月３１日）

資　 　産　 　の　 　部
（単位：千円）

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産

土 地 339,236
立 木 430
建 物 843,983
減 価 償 却 累 計 額 △ 437,531 406,452
構 築 物 17,640,808
減 価 償 却 累 計 額 △ 8,701,114 8,939,694
機 械 及 び 装 置 2,232,136
減 価 償 却 累 計 額 △ 1,386,399 845,737
車 両 運 搬 具 16,157
減 価 償 却 累 計 額 △ 13,812 2,345
工 具 、 器 具 及 び 備 品 74,936
減 価 償 却 累 計 額 △ 67,302 7,634
建 設 仮 勘 定 267,362

有 形 固 定 資 産 合 計 10,808,890
無 形 固 定 資 産

ダ ム 使 用 権 10,182
電 話 加 入 権 123

無 形 固 定 資 産 合 計 10,305
投 資 そ の 他 の 資 産

そ の 他 投 資 19
投 資 そ の 他 の 資 産 合 計 19
固 定 資 産 合 計 10,819,214

流 動 資 産
現 金 ・ 預 金 1,102,716
未 収 金 160,628
貸 倒 引 当 金 △ 4,216
貯 蔵 品 22,640

流 動 資 産 合 計 1,281,768
資 産 合 計 12,100,982
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３
（１）

４
（１）
（２）
（３）
（４）

５
（１）
（２）

６
７
（１）

イ
ロ
ハ

負　 　債　 　の　 　部

固 定 負 債
企 業 債 4,819,284

固 定 負 債 合 計 4,819,284

流 動 負 債
企 業 債 396,913
未 払 金 105,796
引 当 金 11,570
その他流動負 債 35,293

流 動 負 債 合 計 549,572

繰 延 収 益
長 期 前 受 金 2,329,826
収 益 化 累 計 額 △ 1,239,448

繰 延 収 益 合 計 1,090,378
負 債 合 計 6,459,234

資　 　本　 　の　 　部

資 本 金 4,534,060
剰 余 金

利 益 剰 余 金
減 債 積 立 金 570,307
建 設 改 良 積 立 金 408,884
当年度未処分利益剰余金 128,497

利 益 剰 余 金 合 計 1,107,688
剰 余 金 合 計 1,107,688
資 本 合 計 5,641,748
負 債 資 本 合 計 12,100,982
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注記
１ 重要な会計方針

（１）資産の評価基準及び評価方法

貯蔵品 先入先出法による原価法によっている。

（２）固定資産の減価償却の方法
イ 有形固定資産

・減価償却の方法 　定額法による。
・主な耐用年数
　建物　 　１５～５０年
　構築物　 　４０年
　機械及び装置　 　８年
　車両運搬具　 　５年
　工具、器具及び備品　５～１５年

ロ 無形固定資産
・減価償却の方法 　定額法による。
・主な耐用年数

ダム使用権 　５５年

（３）引当金の計上方法
イ 退職給付引当金

　職員の退職手当は、青森県市町村職員退職手当組合における積立金相当額を超過した場合、一般会計が負担するため退職
　給付引当金は計上していない。

ロ 賞与引当金
　職員の期末手当及び勤勉手当等の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額（

　１２月から３月までの４カ月分）を計上している。
ハ 貸倒引当金

　債権の不納欠損による損失に備えるため、回収不能見込額を計上している。

（４）消費税及び地方消費税の会計処理
　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

２ リース契約により使用する固定資産
（１）リース会計に係る特例措置

　所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

３ 長期継続契約に係るリース債務
　通常の売買取引の方法に準じた会計処理を行ったリース取引に係るリース債務のうち、地方自治法第２３４条の３に基づく長期継続
契約に係るものは以下の金額である。

　１年内　
　１年超

　計

２，９３９，５３２円
５，９６８，３２０円
８，９０７，８５２円
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４ その他の注記
（１）引当金の取崩し

　当事業年度において、職員の期末手当及び勤勉手当等の支給のために、賞与引当金１１，５７０千円を取り崩しする予定である。
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